
－ 57 －

56 57

鉱業，採石
業，砂利採取

業 建設業 製造業

電気・ガス・
熱供給・水道

業 情報通信業
運輸業，郵便

業
卸売業，小売

業
金融業，保険

業

F1 主たる業種                                                                           F1 主たる業種

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

2010年以降

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

調査シリーズNo.195
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58 59

1980年以前 1980～1989年 1990～1999年 2000～2009年 2010年以降 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F2 創業年

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1990～1999年

2000～2009年

無回答

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

2010年以降

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

不動産業，物
品賃貸業

学術研究，専
門・技術サー

ビス業
宿泊業，飲食
サービス業

生活関連サー
ビス業，娯楽

業
教育，学習支

援業 医療，福祉
その他サービ

ス業 無回答 合計

F1 主たる業種                                                                           F1 主たる業種
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1980年以前 1980～1989年 1990～1999年 2000～2009年 2010年以降 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F2 創業年

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1990～1999年

2000～2009年

無回答

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

2010年以降

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

不動産業，物
品賃貸業

学術研究，専
門・技術サー

ビス業
宿泊業，飲食
サービス業

生活関連サー
ビス業，娯楽

業
教育，学習支

援業 医療，福祉
その他サービ

ス業 無回答 合計

F1 主たる業種                                                                           F1 主たる業種
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０人（いな
い） １～29人 30～99人 100～299人 300～999人

1,000～4,999
人 5,000人以上 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F3 (2)従業員人数 (正規雇用従業員)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

30人未満 30～99人 100～299人 300～999人
1,000～4,999

人 5,000人以上 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F3 (1)従業員人数 (総数)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前
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０人（いな
い） １～29人 30～99人 100～299人 300～999人

1,000～4,999
人 5,000人以上 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F3 (2)従業員人数 (正規雇用従業員)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

30人未満 30～99人 100～299人 300～999人
1,000～4,999

人 5,000人以上 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F3 (1)従業員人数 (総数)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前
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30歳未満 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55歳以上 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F4 正規雇用従業員の平均年齢

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

０人（いな
い） １～29人 30～99人 100～299人 300～999人

1,000～4,999
人 5,000人以上 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F3 (3)従業員人数 (非正規雇用従業員)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前
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30歳未満 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55歳以上 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F4 正規雇用従業員の平均年齢

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

０人（いな
い） １～29人 30～99人 100～299人 300～999人

1,000～4,999
人 5,000人以上 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F3 (3)従業員人数 (非正規雇用従業員)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前
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10％未満
10％以上20％

未満
20％以上30％

未満
30％以上40％

未満
40％以上50％

未満 50％以上 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F6 正規雇用従業員の離職率

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

３年未満
３年以上５年

未満
５年以上10年

未満
10年以上15年

未満
15年以上20年

未満
20年以上25年

未満
25年以上30年

未満 30年以上 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F5 正規雇用従業員の平均勤続年数

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前
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10％未満
10％以上20％

未満
20％以上30％

未満
30％以上40％

未満
40％以上50％

未満 50％以上 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F6 正規雇用従業員の離職率

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

３年未満
３年以上５年

未満
５年以上10年

未満
10年以上15年

未満
15年以上20年

未満
20年以上25年

未満
25年以上30年

未満 30年以上 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F5 正規雇用従業員の平均勤続年数

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 66 －

66 67

導入してい
る

導入していな
い 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1 退職金制度の導入状況

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

ある ない 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F7 労働組合の有無

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 67 －

66 67

導入してい
る

導入していな
い 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1 退職金制度の導入状況

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

ある ない 無回答 合計

宿泊業，飲食サービス業

F7 労働組合の有無

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 68 －

68 69

支給額は増加
している

横ばいであ
る

支給額は減少
している 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問2 過去5年間の退職金支給額の変化

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

社内準備
中小企業退職
金共済制度

特定退職金共
済制度 その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問1 退職金の支払準備形態

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 69 －

68 69

支給額は増加
している

横ばいであ
る

支給額は減少
している 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問2 過去5年間の退職金支給額の変化

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

社内準備
中小企業退職
金共済制度

特定退職金共
済制度 その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問1 退職金の支払準備形態

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業
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－ 70 －

70 71

2年以下 3～4年 5～7年 8～10年 11年以上 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問3 退職金の分割で支給する最長期間

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

一括で支給し
ている

分割で支給し
ている その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問3 退職金の支給方法

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 71 －

70 71

2年以下 3～4年 5～7年 8～10年 11年以上 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問3 退職金の分割で支給する最長期間

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

一括で支給し
ている

分割で支給し
ている その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問3 退職金の支給方法

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業
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－ 72 －

72 73

59歳以下 60歳 61～64歳 65歳 66～69歳 70歳以上 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問4 ある年齢以降で退職金を支給することができる（具体的な年齢）

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

できる できない 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問4 退職金の早期支給制度の有無

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195
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－ 73 －

72 73

59歳以下 60歳 61～64歳 65歳 66～69歳 70歳以上 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問4 ある年齢以降で退職金を支給することができる（具体的な年齢）

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

できる できない 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問4 退職金の早期支給制度の有無

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 74 －

74 75

従業員が老後
の資産形成を

するため

従業員の生活
資金を補うた

め

従業員が住宅
ローン等の各
種返済をする

ため その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問5-1 必要だと思う理由

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

はい いいえ 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問5 定年前や退職前に、ある年齢以降で退職金を支
給することは必要と考えるか

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 75 －

74 75

従業員が老後
の資産形成を

するため

従業員の生活
資金を補うた

め

従業員が住宅
ローン等の各
種返済をする

ため その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問5-1 必要だと思う理由

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

はい いいえ 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問1付問5 定年前や退職前に、ある年齢以降で退職金を支
給することは必要と考えるか

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 76 －

76 77

59歳以下 60歳 61～64歳 65歳 66～69歳 70歳以上 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問2付問1 定年年齢

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

導入してい
る

導入していな
い 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問2 定年制度の導入状況

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 77 －

76 77

59歳以下 60歳 61～64歳 65歳 66～69歳 70歳以上 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問2付問1 定年年齢

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

導入してい
る

導入していな
い 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問2 定年制度の導入状況

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 78 －

78 79

定年年齢の引
上げ

定年年齢の引
下げ

再雇用制度の
導入

定年制の導
入

定年制の廃
止 その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問3付問1 どのような変更を行ったか

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

変更があっ
た

変更はなかっ
た 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問3 過去5年間の定年制度に関する変更の有無

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 79 －

78 79

定年年齢の引
上げ

定年年齢の引
下げ

再雇用制度の
導入

定年制の導
入

定年制の廃
止 その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問3付問1 どのような変更を行ったか

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

変更があっ
た

変更はなかっ
た 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問3 過去5年間の定年制度に関する変更の有無

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 80 －

80 81

給与水準は
100より高い

給与水準は80
～99の間であ

る

給与水準は60
～79の間であ

る

給与水準は40
～59の間であ

る
給与水準は39
以下である 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問4付問1 旧定年年齢以降の給与水準(月収)の変化

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

給与水準 役職 就労時間 就労日数 その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問4 旧定年年齢を超えて働き続けている従業員の労働条件の変化

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 81 －

80 81

給与水準は
100より高い

給与水準は80
～99の間であ

る

給与水準は60
～79の間であ

る

給与水準は40
～59の間であ

る
給与水準は39
以下である 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問4付問1 旧定年年齢以降の給与水準(月収)の変化

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

給与水準 役職 就労時間 就労日数 その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問4 旧定年年齢を超えて働き続けている従業員の労働条件の変化

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 82 －

82 83

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｲ 年金財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｱ 一般財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 83 －

82 83

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｲ 年金財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｱ 一般財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 84 －

84 85

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｴ 社内預金
制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｳ 住宅財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 85 －

84 85

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｴ 社内預金
制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｳ 住宅財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 86 －

86 87

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｶ ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ
制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｵ 従業員持株
制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 87 －

86 87

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｶ ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ
制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｵ 従業員持株
制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 88 －

88 89

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｸ 確定給付年
金(DB)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｷ 確定拠出年金
(企業型DC)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 89 －

88 89

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｸ 確定給付年
金(DB)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｷ 確定拠出年金
(企業型DC)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 90 －

90 91

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｺ 職場

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｹ 職場積立

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 91 －

90 91

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｺ 職場

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

導入していな
い

過去に導入し
ていたが、廃

止した
導入してい

る 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (1)従業員の資産形成に関する施策の導入状況 ｹ 職場積立

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 92 －

92 93

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｲ 年
金財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｱ 一
般財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 93 －

92 93

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｲ 年
金財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｱ 一
般財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 94 －

94 95

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｴ 社内
預金制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｳ 住
宅財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 95 －

94 95

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｴ 社内
預金制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｳ 住
宅財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 96 －

96 97

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｶ ｽﾄｯｸｵ
ﾌﾟｼｮﾝ制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｵ 従業
員持株制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 97 －

96 97

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｶ ｽﾄｯｸｵ
ﾌﾟｼｮﾝ制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｵ 従業
員持株制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 98 －

98 99

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｸ 確定給
付年金(DB)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｷ 確定拠
出年金(企業型DC)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 99 －

98 99

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｸ 確定給
付年金(DB)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｷ 確定拠
出年金(企業型DC)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 100 －

100 101

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｺ 職
場iDeCo

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｹ 職場
積立NISA

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 101 －

100 101

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｺ 職
場iDeCo

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (2)資産形成に関する施策の非正規(有期)への適用状況 ｹ 職場
積立NISA

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 102 －

102 103

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｲ 年
金財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｱ 一
般財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 103 －

102 103

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｲ 年
金財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｱ 一
般財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 104 －

104 105

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｴ 社内
預金制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｳ 住
宅財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 105 －

104 105

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｴ 社内
預金制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｳ 住
宅財形

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 106 －

106 107

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｶ ｽﾄｯｸｵ
ﾌﾟｼｮﾝ制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｵ 従業
員持株制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 107 －

106 107

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｶ ｽﾄｯｸｵ
ﾌﾟｼｮﾝ制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｵ 従業
員持株制度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 108 －

108 109

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｸ 確定給
付年金(DB)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｷ 確定拠
出年金(企業型DC)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 109 －

108 109

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｸ 確定給
付年金(DB)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｷ 確定拠
出年金(企業型DC)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 110 －

110 111

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｺ 職
場iDeCo

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｹ 職場
積立NISA

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 111 －

110 111

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｺ 職
場iDeCo

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

適用していな
い

一部に適用し
ている

全員に適用し
ている 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問5 (3)資産形成に関する施策の非正規(無期)への適用状況 ｹ 職場
積立NISA

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 112 －

112 113

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

制度利用のﾆｰ
ｽﾞが少ない

従業員の流動
性が高く､離
転職時の事務
負担が大きい

制度があるこ
とを知らな

かった その他 無回答 合計

問6 財形貯蓄を導入していないのはなぜか                            問6 財形貯蓄を導入していないのはなぜか

事務負担が重
い

制度の内容が
よくわからな

い
制度に制約が

多い

他の資産形成
支援制度が既

にある

金利が低く税
制上の優遇措
置に魅力がな

い

金融機関から
勧められたこ

とがない

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問6 財形貯蓄を導入していないのはなぜか                            問6 財形貯蓄を導入していないのはなぜか

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 113 －

112 113

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

制度利用のﾆｰ
ｽﾞが少ない

従業員の流動
性が高く､離
転職時の事務
負担が大きい

制度があるこ
とを知らな

かった その他 無回答 合計

問6 財形貯蓄を導入していないのはなぜか                            問6 財形貯蓄を導入していないのはなぜか

事務負担が重
い

制度の内容が
よくわからな

い
制度に制約が

多い

他の資産形成
支援制度が既

にある

金利が低く税
制上の優遇措
置に魅力がな

い

金融機関から
勧められたこ

とがない

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問6 財形貯蓄を導入していないのはなぜか                            問6 財形貯蓄を導入していないのはなぜか

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）
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114 115

増加している
（５年前は導
入していな

かった場合を
含む）

横ばいであ
る

減少してい
る

以前から加入
者はいない 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問8 従業員の財形貯蓄制度加入件数の変化(5年前との比較)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

事務負担が重
い

従業員の財形
貯蓄制度利用
のニーズが少

ない

他の資産形成
支援制度の方
がより従業員
のニーズが多

い

従業員の流動
性が高く、離
転職時の手続
きの事務負担

が大きい その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問7 財形貯蓄の導入を廃止したのはなぜか

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業
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増加している
（５年前は導
入していな

かった場合を
含む）

横ばいであ
る

減少してい
る

以前から加入
者はいない 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問8 従業員の財形貯蓄制度加入件数の変化(5年前との比較)

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

事務負担が重
い

従業員の財形
貯蓄制度利用
のニーズが少

ない

他の資産形成
支援制度の方
がより従業員
のニーズが多

い

従業員の流動
性が高く、離
転職時の手続
きの事務負担

が大きい その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問7 財形貯蓄の導入を廃止したのはなぜか

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業
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F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

企業として制
度の加入推奨
に力を入れな

くなった

金融機関が制
度の加入推奨
に力を入れな

くなった

他の制度の方
が魅力的で利
用する人が増

えた その他 無回答 合計

問8付問1 加入件数が減少している理由                             問8付問1 加入件数が減少している理由

従業員数が
減った

従業員に貯蓄
する余裕が無

くなった

従業員の貯蓄
に対する関心

が薄れた

企業を通さな
い貯蓄手段の
選択が増えた

貯蓄額を知ら
れたくない従
業員が増えた

金利の低
迷

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問8付問1 加入件数が減少している理由                             問8付問1 加入件数が減少している理由

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業
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F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

企業として制
度の加入推奨
に力を入れな

くなった

金融機関が制
度の加入推奨
に力を入れな

くなった

他の制度の方
が魅力的で利
用する人が増

えた その他 無回答 合計

問8付問1 加入件数が減少している理由                             問8付問1 加入件数が減少している理由

従業員数が
減った

従業員に貯蓄
する余裕が無

くなった

従業員の貯蓄
に対する関心

が薄れた

企業を通さな
い貯蓄手段の
選択が増えた

貯蓄額を知ら
れたくない従
業員が増えた

金利の低
迷

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問8付問1 加入件数が減少している理由                             問8付問1 加入件数が減少している理由

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業
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預貯金
合同運用信

託 有価証券 保険商品
わからな

い 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問10 財形貯蓄制度の取扱いをしている金融商品

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1社 2社 3～5社 6～10社 11～20社 21社以上 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問9 財形貯蓄制度の取扱いをしている金融機関の数

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業
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預貯金
合同運用信

託 有価証券 保険商品
わからな

い 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問10 財形貯蓄制度の取扱いをしている金融商品

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

1社 2社 3～5社 6～10社 11～20社 21社以上 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問9 財形貯蓄制度の取扱いをしている金融機関の数

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業
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解約の手続き

住宅財形の支
払用件・添付
書類のチェッ

ク
新規申込の手

続き
積立額変更の

手続き
従業員からの
問合せ対応

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問12 財形貯蓄制度の事務をするにあたり、大変なこと       問12 財形貯蓄制度の事務をするにあたり、大変なこと

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

積極的に加入
するように推
奨している

制度の周知は
しているが、
加入の推奨は
していない

特に周知はし
ていないが、
申込みがあれ
ば受け付けて

いる その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問11 財形貯蓄制度への加入推奨の程度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業
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解約の手続き

住宅財形の支
払用件・添付
書類のチェッ

ク
新規申込の手

続き
積立額変更の

手続き
従業員からの
問合せ対応

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問12 財形貯蓄制度の事務をするにあたり、大変なこと       問12 財形貯蓄制度の事務をするにあたり、大変なこと

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

積極的に加入
するように推
奨している

制度の周知は
しているが、
加入の推奨は
していない

特に周知はし
ていないが、
申込みがあれ
ば受け付けて

いる その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問11 財形貯蓄制度への加入推奨の程度

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 122 －

122 123

預入機関を自
由に変更

従業員転職
後･退職後の
加入継続

55歳以上の従
業員の加入

積立要件の緩
和

退職時一時金
の預入

利子非課税枠
の拡大

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問13 財形貯蓄制度についての要望                                  問13 財形貯蓄制度についての要望

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

非課税管理に
関する事務 給与の天引き その他 無回答 合計

問12 財形貯蓄制度の事務をするにあたり、大変なこと       問12 財形貯蓄制度の事務をするにあたり、大変なこと

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 123 －

122 123

預入機関を自
由に変更

従業員転職
後･退職後の
加入継続

55歳以上の従
業員の加入

積立要件の緩
和

退職時一時金
の預入

利子非課税枠
の拡大

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問13 財形貯蓄制度についての要望                                  問13 財形貯蓄制度についての要望

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

非課税管理に
関する事務 給与の天引き その他 無回答 合計

問12 財形貯蓄制度の事務をするにあたり、大変なこと       問12 財形貯蓄制度の事務をするにあたり、大変なこと

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 124 －

124 125

財形貯蓄制度
を今後も現状
どおり実施し

てほしい

財形貯蓄制度
の一層の充実
を図ってほし

い
財形貯蓄制度
は必要ない その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問14 財形貯蓄制度の長期的な方向性についての意見

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

住宅財形の払
出要件の緩和

制度運営にあ
たっての事務

の簡素化

非課税申告書
の電子ﾃﾞｰﾀ提

出 その他 無回答 合計

問13 財形貯蓄制度についての要望                                  問13 財形貯蓄制度についての要望

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 125 －

124 125

財形貯蓄制度
を今後も現状
どおり実施し

てほしい

財形貯蓄制度
の一層の充実
を図ってほし

い
財形貯蓄制度
は必要ない その他 無回答 合計

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

問14 財形貯蓄制度の長期的な方向性についての意見

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

F7 労働組合の有無 ある

ない

無回答

2010年以降

無回答

F3 (1)従業員人数
(総数)

30人未満

30～99人

100～299人

300～999人

1,000～4,999人

5,000人以上

無回答

F2 創業年 1980年以前

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

その他サービス業

無回答

宿泊業，飲食サービス業

総数

F1 主たる業種 鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

住宅財形の払
出要件の緩和

制度運営にあ
たっての事務

の簡素化

非課税申告書
の電子ﾃﾞｰﾀ提

出 その他 無回答 合計

問13 財形貯蓄制度についての要望                                  問13 財形貯蓄制度についての要望

調査シリーズNo.195

労働政策研究・研修機構（JILPT）


